










































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 45HR＋45一狽 44－43 43－42 42－41 41一
1955 95．6 一 4．4 1 一 一1960 21．3 69．5 5．2 O．5 3．5 ’
1965 5．4 9．9 5．5 22．1 53．2 3．9
1970 0．4 2．3 9．7 10．3 4．5 72．8
1975 … 0．7 1．1 O．7 1．7 95．8
1980 … ■ 0．7 3．9 凹 95．8
1985 一 ’ 一 一 ■ 100．O
資料出所：B皿口d船mmi冨ter　f肚Ar1〕e並1111d　S〇五i創ord皿皿1岨。∫地眺眺‘㎞Tωo帖閉加κ庇1985亙．
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導入が行われたのは1967年であったが，3年後の1970年には，やはり協約適用
の生産労働者のおよそ7割が週41時間未満であった。
　以上，本節のこれまでの考察から見るに，西ドイッの労働時間短縮にとって，
労働協約の果たす役割がいかに大きいかがわかるだろう。労働協約の法規範と
しての地位（労働協約法4条），「一般的拘束力宣言」（同5条），労働協約の経
営協定（Betriebsvereinbar㎜g：または「事業所協定」，個別企業内の使用者と
経営協議会《Betriebsrat：または「事業所委員会」》の締結した協定）に対す
る優位などに加えて，産業別に組織されている労働組合の交渉力が存する。要
するに，西ドイツの労働時間短縮は，集団的労使関係の制度的枠組みとその制
度を有効に活かす労使関係の基盤があることが，最大の要因になっているとい
える。政策主体としての国家は，集団的労使関係の制度的枠組み，すなわち
「集団的労働法」を整備しながらも，いわゆる「労働保護法（注22を参照）」
としての労働時間法令には，あまり注意してこなかった。このことは前述した
「最低労働条件法」にも，また1986年の連邦労働・社会省（Bundesminister
for　Arbeit　md　Sozialord㎜㎎）の労働時間の調査報告にも，「立法によらぬ労
使自治による時短の正当性㈱」が述べられていることからもうなずける。した
がって，これらのことがAZO現存の第三の要因として考えられる。
V　結びにかえて
　しかしながら，AZOは一つの法令であり，これが現存しているということ
の歴史的要因を探るためには，もう一つ看過できない事実がある。すなわち労
働時間の現状に対してもはや時代遅れとなっているAZOを改正するという試
みである。
　最初は，SPD・FDP小連立政権下の1978年に出された，連邦労働・社会省
の専門家草案であった。しかし連立政権ゆえ，SPDはFDPの協力を得られな
かった。また1983年に野党となったSPDが草案を提出するが，CDU／CSU・
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FDP保守連立政権は認めなかった。その後1984年にはcDU／csU・FDPから
改正案が出されるが，この法案の主目的が労働時問の弾力化にあるとして，野
党や労働組合からの強い反対を受け，また1985年の「就業促進法（Arbeits－
nehmer血berlassmsgesetz）」の制定が優先されたため改正には至らなかった。
1987年，保守連立政権は前回と同様の法案を提出し，SPD，緑の党（Die
Grunen）各々からも法案が出されているが，現在までのところ，新法令は生
まれていない。
　ここではこれら改正法案の具体的内容について触れる余裕がないので，簡単
に紹介せざるを得ないが，1987年の政府案では，週6日・40時聞から48時間が
所定内労働となっているのに対し，1987年の緑の党案，ユ988年のSPD案では，
週5日・40時問労働となっている⑮o。
　このように，事実上1978年以降AZOの改正が問題になってきたのであるか
ら，AZO現存の要因は，政党間の力関係にもあると言わざるを得ない。した
がってこれを第四の要因とみるのが妥当かもしれない。しかし，西ドイツにお
けるAZOという労働保護令は，上述してきた諸要因によってこれまで存続し
てきたのではないだろうか。とりわけ戦後は，「集団的労働法」によって支え
られ，同時に強い交渉力を持つ産業別労働組合と使用者・使用者団体との締結
する労働協約が，労働時間短縮のメルクマールとなっており，そのような労働
協約を持つ西ドイツの集団的労使関係が労働時問決定の主要因なのである。し
かも前述したように，酉ドイッ政府の政策態度も，労使の自治を優先させてお
り，それゆえAZOの改正案が「案」のままで来ているのではないだろうか。
もし労働時間法令が非常に重要な政策であったのなら，SPD・FDP政権とは
異なって議会勢力の強かったcDU／csU・FDP政権の下では，内容はともか
く，新労働時間法令が制定されていたはずである。要するに西ドイッにおいて
は，労働時聞の決定は，ほぼ完全な労使自治の裁量であり，労働条件の下限
（労働時間の上限）を国家が定め，それによって労働者の労働条件が向上する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95
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という構造になっていないのである。さらに言えば，このような西ドイツでの
労働時聞短縮と，日本における労働時聞の現状を比較する際，何が問題となる
かがわかるだろう。日本は産業別の労働協約ではなく，企業別組合と個々の使
用者との労働協約が主流であるから，その意味でまず労使関係に労働時問短縮
のイニシアティヴが置けない。したがって，西ドイッとは正反対の方策をとる
と仮定すれば，政策主体である国家の労使関係への一定の介入，つまり使用者
に対して一定の労働条件の遵守を強制し，その違反に対して罰則を課すという
労働保護法がなければ，労働時問の短縮は促進されないと考えられる。もちろ
ん労使1関係への国家介入は，一定の制限を必要とするのであり，もし無制限に
介入がなされれば，それはr第三帝国」の再現につながる危険性を持つ。しか
しながら，年問実労働時問が1，600時問台になっているドイッに比べ，相変わ
らず2，000時聞を切れないでいるのが日本である。しかもドイツにおける時短
は，明確な目標とともに行われているから，日本よりも短縮の見込みがある。
これでは，日本の労働者は，いつまでたってもドイツ労働者なみの労働時問が
得られないということになる。したがって，日本については，少なくとも今以
上の政策的な労働時間規制が必要であり，より重要なことは，そうした政策規
制を可能にするような環境が整備されることであると考える。
　以上，本稿はドイツの労働時間令＝AZOが，「第三帝国」において制定され，
その後の民主主義連邦国家でも有効であるということの原因を歴史的に考察し
ながら，労働時間短縮における集団的労使関係と政策的規制との関係を捉えて
きたが，最後に本稿で考察し得なかった点について述べておきたい。
　戦後西ドイツにおける労働時聞の動向では，確かに産業別労働組合の協約改
訂による短縮が注目され私しかしながら，その背後にある政策的要因は無視
し得ないし，また労働協約によって所定内労働時問が短縮傾向にあっても，支
払労働時聞でみると，必ずしも硬直的に短縮してきたのではないことがわかる
（図一2）。これは，労働時聞が労使関係以外の要因によって影響を受けると
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いうことを示すものである。図一2を見ると，第一次オイル・ショック後の
1975年では，鉄鋼業の支払労働時問は；当時の週当り所定内労働時間である40
時間とほとんど変わらない40．2時聞であった。つまり，経済環境の変化（不
況）が労働時間の動向に対して一変数になっていたといえよう。さらには労働
者の，また団体交渉のもう一方の当事者である使用者の，そして上から規制を
加える政策主体の関係者の，各々の社会的意識あるいは価値観が労働時間に影
響を与えるということもあり得るだろう。しかもこれらの影響要因は，相互に
交錯し合い，時聞的経過を経て変化する性質のものであるから，長期的な観点
で捉えるのであれば，労働時問に対する直接的・聞接的な影響要因を考察しな
ければならないだろう。考察し得なかったこれらのことを今後の課題とするこ
とで，本稿の結びにかえたい。
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